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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含めておりません。 

２ 提出会社の「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中

間(当期)純利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期及び平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第77期中 第78期中 第79期中 第77期 第78期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

(1) 連結経営指標等

 売上高 (百万円) 25,424 29,921 31,398 53,307 58,704

 経常利益 (百万円) 2,096 3,485 3,875 5,054 6,843

 中間(当期)純利益 (百万円) 1,415 2,558 3,113 3,477 5,053

 純資産額 (百万円) 40,524 46,826 53,869 43,643 50,085

 総資産額 (百万円) 61,891 68,434 76,950 65,641 72,518

 １株当たり純資産額 (円) 1,376.00 1,541.91 1,746.65 1,470.31 1,642.16

 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 48.33 86.11 103.69 118.13 169.76

 潜在株式調整後 
 １株当たり中間 
 (当期)純利益

(円) 48.05 85.58 103.02 117.58 168.74

 自己資本比率 (％) 65.5 67.1 68.5 66.5 67.7

 営業活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) 235 455 2,081 3,577 4,191

 投資活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △1,288 △1,790 △2,780 △3,099 △2,807

 財務活動による 
 キャッシュ・フロー

(百万円) △103 627 29 △1,338 △654

 現金及び現金同等物 
 の中間期末(期末)残高

(百万円) 3,593 3,245 4,113 3,954 4,727

 従業員数 (名) 1,779 2,079 2,174 2,074 2,141

(2) 提出会社の経営指標等

 売上高 (百万円) 13,674 14,737 14,964 28,571 30,893

 経常利益 (百万円) 916 1,481 1,252 3,145 3,567

 中間(当期)純利益 (百万円) 418 1,093 985 2,167 2,438

 資本金 (百万円) 7,451 7,642 7,991 7,559 7,756

 発行済株式総数 (千株) 29,454 29,785 30,190 29,687 29,915

 純資産額 (百万円) 29,107 31,809 33,725 31,006 33,137

 総資産額 (百万円) 41,922 44,517 47,222 43,687 46,853

 １株当たり配当額 (円) 6.00 9.00 17.00 18.00 35.00

 自己資本比率 (％) 69.4 71.5 71.4 71.0 70.7
 従業員数 (名) 601 561 558 588 554



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重

要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

(1) 合併 

ニッタアソシオ㈱（連結子会社）は、ニッタサービス㈱（連結子会社）を平成19年７月１日に吸収合

併しております。 

(2) 新規 

主に樹脂ホース・チューブ製品の製造・販売を行うため下記の会社を設立し、関係会社（子会社）と

しました。 

(名称) ニッタムアーメキシコ   （住所） メキシコ サンルイズポトシ 

 (資本金) 10百万メキシコペソ   (主要な事業の内容) ホース・チューブ製品事業 

 (議決権に対する提出会社の所有割合)  間接所有 100％ 

 (関係内容) なし  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は少数のため省略しております。 

２ 不動産事業及び経営指導事業におきましては、専従者がいないため従業員数はそれぞれ０名としておりま

す。 

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

(3) 労働組合の状況 

当社及び連結子会社ニッタ・ムアー㈱、ニッタアソシオ㈱では、事務・技術職で構成されたニッタ職

員組合と技能職等で構成されたニッタ労働組合が組織されております。 

その他、北海道ニッタ株式会社従業員で構成されたニッタ労働組合が組織されております。 

なお、組合員数は、平成19年９月30日現在で合計686人であり、労使関係について特記すべき事項は

ありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

ベルト・ゴム製品事業 485

ホース・チューブ製品事業 525

その他産業用製品事業 658

不動産事業 0

経営指導事業 0

その他の事業 354

全社(共通) 152

合計 2,174

従業員数(名) 558



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原材料価格の高騰、米国経済の先行きなど不安要因は

あったものの、企業業績の好調を背景に設備投資は底堅く推移し、雇用情勢も長期的には改善傾向が

続いているなど、景気は緩やかながらも拡大基調を続けました。このような状況下、当社グループは

既存製品の拡販やコスト削減、グループ全体での経営の効率化を推進し、収益の向上に努めるととも

に新規事業や新製品の開発にも注力しました。この結果、当中間連結会計期間における連結売上高

は、前年同期比14億７千６百万円増（4.9％増）の313億９千８百万円となりました。  

営業利益は、原材料高の影響や東京支店ビル完成（平成19年９月）に伴う一時的費用の発生もあ

り、17億２千９百万円と前年同期比６千７百万円の減少（3.8％減）となりました。一方、経常利益

は、持分法適用会社の好業績による持分法投資利益の増加もあり、38億７千５百万円と前年同期比３

億９千万円の増加（11.2％増）となりました。また中間純利益についても、31億１千３百万円と前年

同期比５億５千４百万円の増益（21.7％増）となりました。   

  

① ベルト・ゴム製品事業 

主力のベルト製品（受注額61億１千４百万円、前年同期比2.6%減（当社単独ベース））は、金融機

械、繊維機械向等で好調に推移したものの半導体・液晶業界向けはやや低調に推移しました。またゴ

ム製品（受注額40億９千９百万円、前年同期比8.5%増（当社単独ベース））では、関連会社向けのゴ

ム素材製品が堅調に推移し、道路用ジョイントや工作機械用シール製品は需要業界の好調に支えられ

たものの、免震ゴムはＯＥＭ向けの受注減により減収となりました。  

ベルト・ゴム製品の生産規模は、63億８千３百万円（前年同期比3.8%増販売価格ベース（当社単独

ベース））となりました。 

以上の結果、売上高は129億５千６百万円と前年同期比３億円の増加（2.4％増）となりましたが営

業利益は、原材料高の影響もあり、10億３千８百万円と前年同期比４千２百万円の減少（4.0％減）

となりました。 

② ホース・チューブ製品の事業 

ホース・チューブ製品（受注額90億９千９百万円、前年同期比4.4%増（ニッタ・ムアー（株）単独

ベース））においては、ホース製品は、建設機械向けが堅調に推移したものの、チューブ製品は、一

般空圧向けや半導体・液晶装置向けが低調に推移しました。また自動車用チューブについては、エア

ブレーキ用チューブが堅調に推移し、また燃料用チューブについては、大幅な増加となりました。 

ホース・チューブ製品の生産規模は、94億５千１百万円（前年同期比5.4%増販売価格ベース（ニッ

タ・ムアー（株）単独ベース））となりました。 

以上の結果、売上高は108億２千８百万円と前年同期比10億５千９百万円の増加（10.8％増）とな

りましたが、営業利益は、原材料高、特に非鉄金属の価格高騰の影響もあり９億１百万円と前年同期

比１千３百万円の増加（1.5％増）にとどまりました。 



③ その他産業用製品事業 

空調製品（受注額18億６千２百万円、前年同期比2.7%増（当社単独ベース））では、内外の半導体

業界向けなどの高性能フィルタやケミカルフィルタが好調に推移しました。また、メカトロ・センサ

製品（受注額14億３千６百万円、前年同期比27.0%増（当社単独ベース））においては、新製品の投

入などもあり好調に推移しました。この結果、売上高は57億６千５百万円と前年同期比１億１千４百

万円の増加（2.0％増）となりました。営業利益は４千７百万円と前年同期比１億３千９百万円の増

加となり収益体質の改善を図ることができました。  

④ 不動産事業 

 賃貸用不動産の稼働率向上等により売上高は４億３千万円と前年同期８百万円の増加（2.1％増）

となりました。一方、営業利益は東京支店ビル完成に伴う一時的費用が発生したため前年同期比１億

１千５百万円減の２千３百万円となりました。 

⑤ 経営指導事業 

 経営指導の対象となる関連会社の業績は好調に推移したものの一部持分法適用会社との契約変更に

伴い、売上高は６億４千４百万円と前年同期比４千２百万円の減少（6.3％減）となりました。また

減収に伴って営業利益も４億７千1百万円と前年同期比５千７百万円の減少（10.8％減）となりまし

た。 

⑥ その他の事業 

自動車運転免許教習事業や北海道における山林事業等で構成されるその他の事業の売上高は７億７

千２百万円と前年同期比３千７百万円の増加（5.1％増）となりました。営業損失は、前年同期１千

７百万円から１千万円改善し、６百万円となりました。  

  

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

国内では、当社、ホース・チューブ製品を販売しているニッタ・ムアー㈱や販売子会社が堅調に推

移した結果、売上高は253億３千５百万円と前年同期比７億１千７百万円の増加（2.9％増）となりま

したが、営業利益は原材料価格の上昇等により20億４千１百万円と前年同期比１億２千４百万円の減

少（5.8％減）となりました。  

② アジア 

中国、韓国の需要が好調に推移した結果、売上高は38億７千７百万円と前年同期比４億１千８百万

円の増加（12.1％増）、営業利益は３億３千５百万円と前年同期比１億円の増加（42.7％増）となり

ました。  

③ 欧米 

ベルト製品を中心に米国、欧州での需要が好調に推移した結果、売上高は21億８千４百万円と前年

同期比３億４千万円の増加（18.5％増）、営業利益は１億４千５百万円と前年同期比１千１百万円の

増加（8.3％増）となりました。  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、前年同期に比べ８億６千７百万円増加し、41億

１千３百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりです。  

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の４億５千５百万円の収入に対し、２０億８千１百



万円の収入となりました。主な内訳は税金等調整前中間純利益の増加や売上債権の減少等によるもの

です。  

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前年同期の17億９千万円の支出に対し、27億８千万円の支出

となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出の増加によるものです。  

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前期の６億２千７百万円の収入に対し、２千９百万円の収入

となりました。これは主に短期借入金の純増加額の減少や親会社による配当金支払額の増加等によるも

のです。  

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

当社グループの生産・販売品目は広範囲かつ多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構

造、形式等は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメント

ごとに生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしていません。このため生産、受注及び販

売の状況については、「１ 業績等の概要」における各事業の種類別セグメント業績に関連付けて示して

おります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

(1) 当面の対処すべき課題の内容等 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

(2) 当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）について 

当社は、平成19年6月26日開催の第78回株主総会において株主の皆様の承認を得て、買収防衛策を導

入しております。 

当社株式の大規模な買付行為がなされた場合に、これを受け入れるかどうかは、最終的には株主の皆

様のご判断に委ねられるべきであり、そのためには株主の皆様に必要かつ十分な情報が提供されること

が必要であると考えております。  

 そこで議決権割合が２０％以上となるような当社株式の大規模買付行為を行おうとする者（当社取締

役会が同意したものを除く）に対し、①事前に大規模買付者の概要、買付目的、買付価格の根拠及び経

営方針などに関する必要かつ充分な情報を当社取締役会に提出すること、②当社取締役会による当該大

規模買付行為に対する評価期間が経過した後に大規模買付行為が開始されるべきであることとするルー

ルを設定し、このルールが遵守されない場合には、株主利益の保護のため、対抗措置として新株予約権

の発行を行う可能性があることといたしました。  

 また、大規模買付ルールが遵守された場合でも、当該大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主

共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、例外的に、取締役の善管注意義務に基づき、前記の

対抗措置をとることもあるとしております。   

なお、公正を期するため、大規模買付行為に対して、取締役会が講じる措置の是非を検討し、取締役

会に勧告する機関として社外メンバーによる独立委員会を設置しております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 



平成19年10月１日付で、当社は「その他産業用製品事業」（空調製品）の営業力増強を目的として、有

限会社モリミツ（現 モリミツ（株））の全株式を５億円にて取得し、当社の連結子会社にいたしまし

た。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社並びにグループ各社は、長期的な収益力強化のため、技術開発の重視、高付加価値素材の探求、設

計から製品化までの一貫した研究体制の確立を基本として、新材料に関する基礎研究及びその応用研究と

新技術、更には生産技術全般の開発まで幅広く進めております。   

当社グループの研究開発活動では、既存事業分野関連の技術と製品開発活動に関しては、当社における

各事業部及び連結子会社の技術部門によりそれぞれ担当分野別に推進されております。新材料・新技術の

開発及びそれに対応した新規製品・新規事業開発に関しては、当社テクニカルセンターに開発プロジェク

トを設け、各事業部との連携で行なっております。  

現行中期経営計画「中計０６-０８」の中間に当たる当中間連結会計期間は、各プロジェクトの開発促

進を中心課題としてテクニカルセンターの運営を行いました。  

 また平成18年度より導入したＭＯＴ (Management of Technology) 手法を活用し、当社並びにグループ

各社の技術方針を明確にして研究開発に取り組んでおります。またテクニカルセンターは調査企画段階か

ら各事業部と連携して研究開発テーマの発掘にも努めております。 

当中間連結会計期間の研究開発費は８億２千９百万円であり、「ベルト・ゴム製品事業」、「ホース・

チューブ製品事業」、「その他産業用製品事業」に投入しております。 

各事業における研究開発活動は次のとおりです。 

  

(1) ベルト・ゴム製品事業  

当社テクニカルセンターを中心に、ベルト・ゴム製品の主要材料であるゴムや高分子材料の基礎的な物

性研究と新材料創出の研究を進め、当社及び各グループ会社の既存製品群に応用展開しています。  

 当中間連結会計期間の主な成果は、新たな機能と付加価値を持ったエラストマー材料を用いたベルト製

品の開発、また、配合技術を基礎としたゴム並びに複合高分子材料の電磁波吸収体の用途開発研究等があ

ります。当事業に係る研究開発費は１億２千６百万円であります。   

  

(2) ホース・チューブ製品事業  

ニッタ・ムアー（株）を中心に、樹脂ホース・チューブ及び継手の研究開発を行っています。  

当中間連結会計期間の主な成果は、従来より行っている半導体・液晶製造装置に用いられるクリーン配管

関連の開発、乗用車の燃料透過に関する規制などに適合し、バイオ燃料など多様な燃料に適用できる多層

チューブなどの研究開発、ディーゼルエンジンの排ガス対策システムに必要となる配管の開発、定置燃料

電池用途の配管に関する研究開発などがあります。当事業に係る研究開発費は２億７千６百万円でありま

す。   



(3) その他産業用製品事業  

当社テクニカルセンターでは、国内及び米国等の技術コンサルタント(技術サテライト)を活用し新規事

業の「芽」を調査・探索し、自社での技術開発を経て既存の事業分野以外への新規参入・展開を目指して

研究開発を進めています。また世界各地の大学・民間企業等と共同研究あるいは技術導入を行うことで研

究開発の迅速化を図っています。  

当中間連結会計期間の主な成果は、液晶関連デバイスを中心としたインバータ電源開発、耐熱性光学樹

脂ファイバー材料の開発、福祉関連ではレバー駆動式車椅子開発があります。また、ＩＣ・半導体並びに

電子部品製造工程用の各種粘着シート等の研究開発も進めています。当事業に係る研究開発費は４億２千

５百万円であります。  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

なお、前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは次のと

おりです。 

 
金額には、消費税等を含めておりません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。

  

会社名 所在地
事業の種類
別セグメン
トの名称

設備の内容
投資額

完了年月 完成後の生
産能力

（百万円）

ニッタ㈱ 東京都中央区 不動産事業

東京ビル（旧東京支
店 が 入 居）の 建 替
地上 10 階地下２階
商業・オフィスビル
延床面積7,536㎡

2,773 平成19年９月 ─



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

種類
中間会計期間末現在 

発行数(株) 
(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,190,603 30,200,603

東京証券取引所
市場第１部 
大阪証券取引所 
市場第１部

―

計 30,190,603 30,200,603 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。 

  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 当社が株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式の分割または併合の時点で行使さ

れていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整する。ただし、調整の結果

生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また、時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は(時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使によ

るものを除く)、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと

する。 

   

株主総会の特別決議日(平成15年６月26日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個)    0 (注)１    0 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)   0 (注)２    0 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり929 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成17年８月１日～
平成20年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  929
資本組入額 465

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割り当てを受

けた者は、権利行使時におい

ても当社または当社子会社の

取締役、執行役員もしくは幹

部社員及びこれらに準じる者

の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退

任、定年による退職の場合

は、この限りではない。

② その他の条件については、

本総会及び新株予約権発行の

取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権の割り当てを受

けた者との間で締結する「新

株予約権割当契約」で定めた

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他

の処分及び相続は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 当社が株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式の分割または併合の時点で行使さ

れていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整する。ただし、調整の結果

生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また、時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は(時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使によ

るものを除く)、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと

する。 

 
  

株主総会の特別決議日(平成16年６月25日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個)      1,645 (注)１   1,645 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)      164,500 (注)２     164,500 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円)  １株当たり1,817 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月１日～
平成23年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1,817
資本組入額 909

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割り当てを受

けた者は、権利行使時におい

ても当社または当社子会社の

取締役、執行役員もしくは幹

部社員及びこれらに準じる者

の地位にあることを要する。

ただし、任期満了による退

任、定年による退職の場合

は、この限りではない。

② その他の条件については、

本総会及び新株予約権発行の

取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権の割り当てを受

けた者との間で締結する「新

株予約権割当契約」で定めた

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他

の処分及び相続は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



  

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。 

２ 当社が株式の分割または併合を行う場合は、新株予約権のうち、当該株式の分割または併合の時点で行使さ

れていない新株予約権について、次の算式によりその目的となる株式の数を調整する。ただし、調整の結果

生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割(または併合)の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調

整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 
  また、時価を下回る価額で新株の発行を行う場合は(時価発行として行う公募増資、新株予約権の行使によ

るものを除く)、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと

する。 

 
  

株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個)  2,664 (注)１  2,564 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    266,400 (注)２   256,400 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり1,636 (注)３ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日～
平成24年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する 
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  1,636
資本組入額 818

同左

新株予約権の行使の条件

① 新株予約権の割り当てを受

けた者は、権利行使時におい

ても当社または当社子会社の

取締役、執行役員もしくは従

業員及びこれらに準じる者の

地位にあることを要する。た

だし、任期満了による退任、

定年による退職の場合は、こ

の限りではない。

② その他の条件については、

本総会及び新株予約権発行の

取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権の割り当てを受

けた者との間で締結する「新

株予約権割当契約」で定めた

ところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他

の処分及び相続は認めない。
同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─ ─

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たりの払込価額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) １ 平成16年６月及び平成17年６月決議の新株予約権行使による増加であります。 

２ 平成19年10月１日から平成19年11月30日までの間に新株予約権の行使により、発行済株式総数が10千株、 

資本金が８百万円、資本準備金が８百万円増加しました。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成19年４月１日～ 
平成19年９月30日 
(注）１

275,000 30,190,603 235 7,991 234 7,539



(5) 【大株主の状況】 
平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 上記所有株式のうち信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
２ ① 野村證券㈱から平成19年５月22日(報告義務発生日平成19年５月15日)に変更報告書が関東財務局に提出

されておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記

大株主の状況に含めておりません。 

   なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。 

 
  ② シュローダー証券投信投資顧問㈱から平成19年７月23日(報告義務発生日平成19年７月13日)に変更報告書

が関東財務局に提出されておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認がで

きませんので、上記大株主の状況に含めておりません。 

   なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新田ゴム工業㈱ 大阪市浪速区桜川４－４－26 2,942 9.74

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱

東京都中央区晴海１－８－11 2,941 9.74

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱

東京都港区浜松町２－11－３ 2,511 8.31

アイビーピー㈱ 大阪市浪速区桜川４－４－26 2,300 7.61

資産管理サービス信託銀行㈱
東京都中央区晴海１－８－12
晴海アイランド トリトンスクエア 
オフィスタワーＺ棟

1,309 4.33

ニッタ取引先持株会 大阪市浪速区桜川４－４－26 850 2.81

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウント ジェイピーアール
ディアイエスジーエフイーエイ
シー
(常代)㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 
決済事業部

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
LONDON EC4A 2BB UNITED KINGDOM 
 
 
 
東京都千代田区丸の内２－７－１

749 2.48

新 田 雅 子 大阪府堺市堺区 719 2.38

ザ チェース マンハッタン 
バンク エヌエイ ロンドン 
エス エル オムニバス アカ
ウント
(常代)㈱みずほコーポレート銀
行兜町証券決済業務室

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
 
 
東京都中央区日本兜町６－７

573 1.89

ゴールドマン・サックス・
インターナショナル
(常代)ゴールドマン・サックス
証券㈱

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K
 
東京都港区六本木６－10－１ 
六本木ヒルズ森タワー

524 1.73

計 ― 15,422 51.08

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 2,941千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 2,511千株

資産管理サービス信託銀行㈱ 1,309千株

大量保有者(共同保有者) 
の氏名または名称

報告義務発生日 保有株式数 株式保有割合

野村アセットマネジメント㈱ 平成19年５月15日 1,074千株 3.59％

NOMURA INTERNATIONAL PLC 平成19年５月15日 40千株 0.13％

大量保有者(共同保有者) 
の氏名または名称

報告義務発生日 保有株式数 株式保有割合

シュローダー証券投信投資顧問㈱ 平成19年７月13日 1,467千株 4.90％

シュローダー・インベストメント・ 

マネージメント・ノースアメリカ・リミテッド

平成19年７月13日 

 

564千株 

 

1.88％ 

 



③ フィデリティ投信㈱から平成19年７月23日(報告義務発生日平成19年７月13日)に変更報告書が関東財務局

に提出されておりますが、当社として当中間会計期間末時点における所有株式数の確認ができませんの

で、上記大株主の状況に含めておりません。 

   なお、変更報告書の内容は次のとおりであります。 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含まれており

ます。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式72株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

大量保有者(共同保有者) 
の氏名または名称

報告義務発生日 保有株式数 株式保有割合

フィデリティ投信㈱ 平成19年７月13日 1,815千株 6.06％

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式

5,400
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

30,168,400
301,684 ―

単元未満株式
普通株式

16,803
― ―

発行済株式総数 30,190,603 ― ―

総株主の議決権 ― 301,684 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ニッタ株式会社

大阪市浪速区桜川 
４－４－26

5,400 ― 5,400 0.01

計 ― 5,400 ― 5,400 0.01

月別
平成19年 
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,640 2,690 2,795 2,865 2,630 2,390

最低(円) 2,385 2,405 2,375 2,510 2,200 2,110



３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりでありま

す。 

(1) 新任役員 

 
(注) １ 監査役 前田一郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 監査役の任期は、就任の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

  

(2) 退任役員 

 
(注) 取締役 青木勝詔は、専務執行役員も退任しております。 

  

(3) 執行役員に関する事項 

当社では、取締役の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の業務

執行機能を明確にし、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの執行役員の異動は次のとおりでありま

す。 

  

① 退任執行役員 

 
  

② 役職の異動 

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数 
（千株）

就任年
月日

監査役 ― 前田 一郎
昭和７年
９月27日

昭和30年４月
 
平成５年６月 
 
平成12年６月 
平成15年７月 
 
平成18年７月

㈱三井銀行（現㈱三井住友
銀行）入行 
㈱さくら銀行（現㈱三井住
友銀行）副頭取 
㈱テイソウ顧問（現任） 
当社経営諮問委員会社外ア
ドバイザー（現任） 
当社監査役就任（現任）

（注）２ 2
平成19年
７月27日

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役兼専務執行役員 ―   青 木 勝 詔（注） 平成19年９月３日

監査役 ― 高 澤 貞 三 平成19年７月27日

役名 職名 氏名 退任年月日

専務執行役員 東京支店長 片 岡 晃 一 平成19年10月31日

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

執行役員
ＲＥＴＳ事業部長 
兼東京支店長

執行役員 ＲＥＴＳ事業部長 安 東 和 義 平成19年11月１日



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）及び前中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成

19年９月30日まで)は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並び

に中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,246 4,211 4,803

 ２ 受取手形及び売掛金 ※２ 20,375 20,903 20,886

 ３ たな卸資産 4,181 4,563 4,228

 ４ 繰延税金資産 641 690 690

 ５ その他 780 1,407 965

 ６ 貸倒引当金 △85 △99 △97

   流動資産合計 29,141 42.6 31,677 41.2 31,477 43.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 24,214 27,374 24,357

    減価償却累計額 13,241 13,976 13,616

10,972 13,398 10,741

  (2) 機械装置 
    及び運搬具

12,854 13,406 13,097

    減価償却累計額 10,139 10,516 10,251

2,714 2,890 2,846

  (3) 工具器具及び備品 4,091 4,297 4,125

    減価償却累計額 3,426 3,601 3,475

664 696 650

  (4) 土地 2,510 2,725 2,524

  (5) 建設仮勘定 708 274 1,730

  (6) その他 130 17,701 25.9 220 20.204 26.2 127 18,619 25.7

 ２ 無形固定資産 1,375 2.0 1,153 1.5 1,217 1.7

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 19,192 22,822 20,149

  (2) 長期貸付金 127 195 117

  (3) 繰延税金資産 489 529 523

  (4) その他 525 483 530

  (5) 貸倒引当金 △118 20,215 29.5 △114 23,915 31.1 △116 21,203 29.2

   固定資産合計 39,293 57.4 45,273 58.8 41,040 56.6

   資産合計 68,434 100.0 76,950 100.0 72,518 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※２ 11,525 12,374 12,297

 ２ 短期借入金 2,755 1,715 1,368

 ３ 未払法人税等 583 719 796

 ４ 賞与引当金 704 754 758

 ５ その他 1,938 3,200 2,828

   流動負債合計 17,507 25.6 18,763 24.4 18,049 24.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 320 450 528

 ２ 退職給付引当金 2,099 2,140 2,135

 ３ 役員退職慰労引当金 497 531 522

 ４ 負ののれん 23 10 16

 ５ その他 1,159 1,183 1,181

   固定負債合計 4,100 6.0 4,316 5.6 4,383 6.0

   負債合計 21,608 31.6 23,080 30.0 22,433 30.9

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 7,642 11.2 7,991 10.4 7,756 10.7

 ２ 資本剰余金 7,190 10.5 7,539 9.8 7,304 10.1

 ３ 利益剰余金 29,979 43.8 34,541 44.8 32,205 44.4

 ４ 自己株式 △6 △0.0 △8 △0.0 △8 △0.0

   株主資本合計 44,806 65.5 50,063 65.0 47,258 65.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

812 1.2 750 1.0 836 1.2

 ２ 為替換算調整勘定 301 0.4 1,908 2.5 1,022 1.4

   評価・換算差額等 
   合計

1,113 1.6 2,659 3.5 1,858 2.6

Ⅲ 少数株主持分 906 1.3 1,146 1.5 967 1.3

   純資産合計 46,826 68.4 53,869 70.0 50,085 69.1

   負債純資産合計 68,434 100.0 76,950 100.0 72,518 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 29,921 100.0 31,398 100.0 58,704 100.0

Ⅱ 売上原価 22,383 74.8 23,502 74.9 43,542 74.2

   売上総利益 7,537 25.2 7,896 25.1 15,161 25.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 5,740 19.2 6,167 19.6 11,780 20.0

   営業利益 1,797 6.0 1,729 5.5 3,381 5.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 10 16 28

 ２ 受取配当金 13 34 24

 ３ 業務代行収入 320 297 623

 ４ 持分法による 
   投資利益

1,671 2,118 3,533

 ５ その他 77 2,093 7.0 57 2,524 8.0 197 4,407 7.5

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 44 40 93

 ２ 業務代行費用 316 292 617

 ３ 貸倒引当金繰入額 17 1 19

 ４ その他 26 405 1.4 44 377 1.2 214 945 1.6

   経常利益 3,485 11.6 3,875 12.3 6,843 11.7

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 2 1

 ２ 造林補助金 16 ─ 29

 ３ 投資有価証券売却益 4 ─ 6

 ４ 関係会社株式売却益 ─ 22 ─

 ５ 貸倒引当金戻入益 16 7 19

 ６ ゴルフ会員権売却益 ― 11 ─

 ７ その他 1 40 0.1 ─ 43 0.1 5 62 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 前期損益修正損 57 5 56

 ２ 固定資産売却及び 
   除却損

※３ 114 79 161

 ３ 造林圧縮損 4 ─ 6

 ４ 減損損失 ※４ ― ─ 101

 ５ 支店移転費用 ― 13 ─

 ６ その他 0 176 0.5 ─ 98 0.2 5 331 0.6

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益

3,348 11.2 3,819 12.2 6,574 11.2

   法人税、住民税及び 
   事業税

716 607 1,468

   法人税等調整額 △1 714 2.4 56 663 2.1 △71 1,396 2.4

   少数株主利益 75 0.2 43 0.2 124 0.2

   中間(当期)純利益 2,558 8.6 3,113 9.9 5,053 8.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,559 7,108 27,776 △5 42,438

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 82 82 165

 剰余金の配当（注） △356 △356

 中間純利益 2,558 2,558

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

82 82 2,202 △0 2,367

平成18年９月30日残高(百万円) 7,642 7,190 29,979 △6 44,806

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 908 296 1,204 845 44,488

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 165

 剰余金の配当（注） △356

 中間純利益 2,558

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△96 5 △90 61 △29

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△96 5 △90 61 2,338

平成18年９月30日残高(百万円) 812 301 1,113 906 46,826



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 7,756 7,304 32,205 △8 47,258

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 235 234 469

 剰余金の配当 △777 △777

 中間純利益 3,113 3,113

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

235 234 2,335 △0 2,804

平成19年９月30日残高(百万円) 7,991 7,539 34,541 △8 50,063

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算 
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 836 1,022 1,858 967 50,085

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 469

 剰余金の配当 △777

 中間純利益 3,113

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△85 886 800 179 979

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△85 886 800 179 3,784

平成19年９月30日残高(百万円) 750 1,908 2,659 1,146 53,869



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目が356百万円含まれております。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 7,559 7,108 27,776 △5 42,438

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 196 196 393

 剰余金の配当（注） △624 △624

 当期純利益 5,053 5,053

 自己株式の取得 △2 △2

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) 196 196 4,429 △2 4,820

平成19年３月31日残高(百万円) 7,756 7,304 32,205 △8 47,258

評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 908 296 1,204 845 44,488

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 393

 剰余金の配当（注） △624

 当期純利益 5,053

 自己株式の取得 △2

 株主資本以外の項目の連結会計 
 年度中の変動額(純額) △72 726 654 122 776

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △72 726 654 122 5,597

平成19年３月31日残高(百万円) 836 1,022 1,858 967 50,085



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益

3,348 3,819 6,574

   減価償却費 965 1,041 2,005

   減損損失 ― ─ 101

   負ののれん償却額 △7 △5 △14

   退職給付引当金の 
   増加額(減少額)

△22 0 7

   役員退職慰労引当金の 
   増加額(減少額)

17 8 42

   貸倒引当金の 
   増加額(減少額)

△90 △2 △2

   受取利息及び受取配当金 △24 △51 △52

   支払利息 44 40 93

   持分法による投資利益 △1,331 △1,781 △1,800

   固定資産売却及び 
   除却損益

113 77 156

   投資有価証券売却損益 △4 ─ △6

      関係会社株式売却損益 ─ △22 ─

   ゴルフ会員権売却損益 ─ △11 ─

   売上債権の減少額 
   (増加額)

△1,775 87 △2,189

   たな卸資産の 
   減少額(増加額)

△116 △229 △57

   仕入債務の増加額 
   (減少額)

△528 △31 142

   その他流動資産の 
   減少額(増加額)

309 △432 139

      その他固定資産の  
   減少額(増加額)

─ 21 ─

   その他流動負債の 
   増加額(減少額)

289 219 333

   その他固定負債の 
   増加額(減少額）

25 3 44

    小計 1,213 2,751 5,519

   利息及び配当金の受取額 24 51 52

   利息の支払額 △44 △40 △95

   法人税等の支払額 △738 △679 △1,285

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

455 2,081 4,191



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

   定期預金の純増減額 △1 △21 △75

   有形固定資産の取得 
   による支出

△1,059 △2,287 △1,975

   有形固定資産の売却 
   による収入

29 8 48

   無形固定資産の取得 
   による支出

△104 △115 △121

   投資有価証券の取得 
   による支出

△740 △27 △772

   投資有価証券の売却 
   による収入

9 22 83

   関係会社株式の取得 
   による支出

△41 △465 △41

   関係会社株式の売却 
   による収入

─ 126 ─

   貸付けによる支出 △51 △89 △52

   貸付金の回収による収入 28 9 38

   その他投資等の減少額 
   (増加額)

140 61 60

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△1,790 △2,780 △2,807

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額 904 361 △403

   長期借入れによる収入 17 ─ 606

   長期借入金の返済による 
   支出

△85 △134 △598

   新株の発行による収入 165 469 393

   自己株式の取得による 
   支出

△0 △0 △2

   親会社による配当金の 
   支払額

△356 △777 △624

   少数株主への配当金の 
   支払額

△18 △9 △29

   少数株主からの収入 ― 122 ─

   その他 0 △1 4

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

627 29 △654

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

△1 54 43

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

△709 △614 772

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

3,954 4,727 3,954

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

※１ 3,245 4,113 4,727



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ 連結の範囲に関する事項

 イ) 連結子会社の数 27社

   主要な連結子会社の名称

    ニッタ・ムアー㈱、ニッタ

コーポレーションオブアメ

リカ、台湾霓塔股份有限公

司、㈱芦原自動車教習所、

韓国ニッタムアー㈱、㈱パ

ワーテクノ、ニッタテクノ

㈱

 

１ 連結の範囲に関する事項

 イ) 連結子会社の数 26社

   主要な連結子会社の名称

    ニッタ・ムアー㈱、ニッタ

コーポレーションオブアメ

リカ、台湾霓塔股份有限公

司、㈱芦原自動車教習所、

韓国ニッタムアー㈱、㈱パ

ワーテクノ、ニッタテクノ

㈱

    なお、ニッタムアーメキシ

コを設立し、ニッタサービ

ス㈱はニッタアソシオ㈱

に、霓達伝動帯(上海)有限

公司はニッタ精密伝動（常

州）有限公司にそれぞれ吸

収合併されております。

 

１ 連結の範囲に関する事項

 イ) 連結子会社の数 27社

   主要な連結子会社の名称

    ニッタ・ムアー㈱、ニッタ

コーポレーションオブアメ

リカ、台湾霓塔股份 有限

公司、㈱芦原自動車教習

所、韓国ニッタムアー㈱、

㈱パワーテクノ、ニッタテ

クノ㈱

 ロ) 主要な非連結子会社名

    三友産業(香港)有限公司

   連結の範囲から除いた理由

   小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

 ロ) 主要な非連結子会社名

同左

 ロ) 主要な非連結子会社名

    三友産業(香港)有限公司

   連結の範囲から除いた理由

   小規模会社であり、合計の総

資産、売上高、当期純損益及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

 イ) 持分法適用の非連結子会社又

は関連会社の数

12社

   主要な会社等の名称

    ゲイツ・ユニッタ・アジア

㈱

    ニッタ・ハース㈱

２ 持分法の適用に関する事項

 イ) 持分法適用の非連結子会社又

は関連会社の数

12社

   主要な会社等の名称

    ゲイツ・ユニッタ・アジア

㈱

    ニッタ・ハース㈱

２ 持分法の適用に関する事項

 イ) 持分法適用の非連結子会社又

は関連会社の数

12社

   主要な会社等の名称

    ゲイツ・ユニッタ・アジア

㈱

    ニッタ・ハース㈱

 ロ) 持分法を適用していない非連

結子会社(三友産業(香港)有

限公司)及び関連会社(アプラ

イドロボテックスINC)は、中

間純損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してお

ります。

 ロ) 持分法を適用していない非連

結子会社(三友産業(香港)有

限公司)は、中間純損益及び

利益剰余金(持分に見合う額)

に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がな

いため、持分法の適用範囲か

ら除外しております。

 ロ) 持分法を適用していない非連

結子会社(三友産業(香港)有

限公司)及び関連会社(アプラ

イドロボテックスINC)は、連

結純損益及び利益剰余金(持

分に見合う額)に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外してお

ります。

 ハ) 持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項

   持分法適用会社のうち、中間

決算日が異なる会社について

は、当該会社の中間会計期間

に係る中間財務諸表を使用し

ております。

 ハ)     同左  ハ) 持分法の適用の手続について

特に記載する必要があると認

められる事項

   持分法適用会社のうち、決算

日が異なる会社については、

当該会社の事業年度に係る財

務諸表を使用しております。



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  中間決算日が中間連結決算日と

異なる場合の内容等

会社名 中間決算日

ニッタコーポレーショ
ンオブアメリカ

６月末日

ニッタホールディング
B.V.

〃

ニッタインダストリー
ズヨーロッパGmbH

〃

台湾霓塔股份有限公司 〃

ニッタコーポレーショ
ンオブシンガポール
PTE LTD

〃

韓国ニッタムアー㈱ 〃

ニッタテクノ㈱ 〃

ニッタサービス㈱ 〃

霓塔光電器件(上海)有
限公司

〃

霓塔(香港)有限公司 〃

北海道ニッタ㈱ 〃

霓達伝動帯(上海)有限
公司

〃

霓達机電科技(上海)有
限公司

〃

ニッタムアーアメリカ
INC

〃

フォンズ・ニッタ・ア
ジア・パシフィック㈱

〃

ソナック㈱ 〃

アバンテ㈱ 〃

フォンズニッタ光通信
(杭州)有限公司

〃

ニッタムアー科技(常
州)有限公司

〃

ニッタアソシオ㈱ 〃

ニッタムアー(広州)軟
管有限公司

〃

ニッタ精密伝動(常州)
有限公司

〃

 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項

  中間決算日が中間連結決算日と

異なる場合の内容等

会社名 中間決算日

ニッタコーポレーショ
ンオブアメリカ

６月末日

ニッタホールディング
B.V.

〃

ニッタインダストリー
ズヨーロッパGmbH

〃

台湾霓塔股份有限公司 〃

ニッタコーポレーショ
ンオブシンガポール
PTE LTD

〃

韓国ニッタムアー㈱ 〃

ニッタテクノ㈱ 〃

霓塔光電器件(上海)有
限公司

〃

霓塔(香港)有限公司 〃

北海道ニッタ㈱ 〃

霓達机電科技(上海)有
限公司

〃

ニッタムアーアメリカ
INC

〃

フォンズ・ニッタ・ア
ジア・パシフィック㈱

〃

ソナック㈱ 〃

アバンテ㈱ 〃

アニハ(杭州)通信産品
有限公司

〃

ニッタムアー科技(常
州)有限公司

〃

ニッタアソシオ㈱ 〃

ニッタムアー(広州)軟
管有限公司

〃

ニッタ精密伝動(常州)
有限公司

〃

㈱パワーテクノ 〃

関西化工㈱ 〃

ニッタムアーメキシコ 〃

 

３ 連結子会社の事業年度に関する

事項

会社名 決算日

ニッタコーポレーショ
ンオブアメリカ

12月末日

ニッタホールディング
B.V.

〃

ニッタインダストリー
ズヨーロッパGmbH

〃

台湾霓塔股份有限公司 〃

ニッタコーポレーショ
ンオブシンガポール
PTE LTD

〃

韓国ニッタムアー㈱ 〃

ニッタテクノ㈱ 〃

ニッタサービス㈱ 〃

霓塔光電器件(上海)有
限公司

〃

霓塔(香港)有限公司 〃

北海道ニッタ㈱ 〃

霓達伝動帯(上海)有限
公司

〃

霓達机電科技(上海)有
限公司

〃

ニッタムアーアメリカ
INC

〃

フォンズ・ニッタ・ア
ジア・パシフィック㈱

〃

ソナック㈱ 〃

アバンテ㈱ 〃

フォンズニッタ光通信
(杭州)有限公司

〃

ニッタムアー科技(常
州)有限公司

〃

ニッタアソシオ㈱ 〃

ニッタムアー(広州)軟
管有限公司

〃

ニッタ精密伝動(常州)
有限公司

〃

㈱パワーテクノ 〃

関西化工㈱ 〃

ニッタ精密伝動帯(常州)有限公司は

平成18年７月にニッタ精密伝動(常

州)有限公司に社名変更しておりま

す。 

中間連結財務諸表を作成するにあた

っては同日現在の中間財務諸表を使

用し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。

中間連結財務諸表を作成するにあた

っては同日現在の中間財務諸表を使

用し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上必要

な調整を行っております。

ニッタ精密伝動帯(常州)有限公司は

平成18年７月にニッタ精密伝動(常

州)有限公司に社名変更しておりま

す。  

連結財務諸表の作成にあたっては同

日現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引につ

いては連結上必要な調整を行ってお

ります。 

 



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

なお、㈱パワーテクノと関西化工㈱

については、当連結会計年度より決

算日を12月末日に変更して、９ヶ月

決算となっております。

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      中間連結会計期間末の

市場価格等に基づく時

価法(評価差額は、全

部純資産直入法により

処理し、売却原価は、

移動平均法により算

定)

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

同左

      

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

  (イ)有価証券

    その他有価証券

     時価のあるもの

      決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は、全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定)

     時価のないもの

      移動平均法による原価

法

     時価のないもの

同左

     時価のないもの

       同左

  (ロ)たな卸資産

    主として総平均法による原

価法

    ただし、ニッタコーポレー

ションオブアメリカは、先

入先出法に基づく低価法

  (ロ)たな卸資産

同左

  (ロ)たな卸資産

同左

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  (イ)有形固定資産

    主として定率法を採用して

おります。 

ただし、親会社及び国内連

結子会社は、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)につ

いて定額法を採用しており

ます。 

また、在外連結子会社は、

主として見積り耐用年数に

基づく定額法によっており

ます。 

なお、耐用年数については

下記のとおりとしておりま

す。

建物及び 
構築物

３～50年 
(平均31年)

機械装置 
及び運搬具

２～17年 
(平均10年)

工具器具 
及び備品

２～20年 
(平均５年)

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  (イ)有形固定資産

同左

    

   

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

  (イ)有形固定資産

    主として定率法を採用して

おります。 

ただし、親会社及び国内連

結子会社は、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)につ

いて定額法を採用しており

ます。 

また、在外連結子会社は、

主として見積り耐用年数に

基づく定額法によっており

ます。 

なお、耐用年数については

下記のとおりとしておりま

す。

建物及び 
構築物

３～50年 
(平均31年)

機械装置 
及び運搬具

２～17年 
(平均10年)

工具器具 
及び備品

２～20年 
(平均５年)



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（会計方針の変更） 

親会社及び国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、当中間連結会計

期間から、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変更してお

ります。 

この変更に伴う損益に与える影響は

軽微であります。

なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。

（追加情報） 

親会社及び国内連結子会社は、当中

間連結会計期間から、平成19年３月

31日以前に取得したものについて

は、償却可能限度額まで償却が終了

した翌年から５年間で均等償却する

方法によっております。 

これにより営業利益、経常利益及び

税金等調整前中間純利益はそれぞれ

42百万円減少しております。

なお、セグメント情報に与える影響
は、当該箇所に記載しております。

  (ロ)無形固定資産

    定額法を採用しておりま

す。

    なお、耐用年数については

利用可能期間に基づき５～

８年(平均５年)としており

ます。 

 

  (ロ)無形固定資産

    定額法を採用しておりま

す。

    なお、耐用年数については

利用可能期間に基づき５～

10年(平均５年)としており

ます。

  (ロ)無形固定資産

    定額法を採用しておりま

す。

    なお、耐用年数については

利用可能期間に基づき５～

10年(平均５年)としており

ます。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

    売上債権等の将来の貸倒損

失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権及び破産

更生債権については個別に

回収可能性を勘案し回収不

能見込額を計上しておりま

す。

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

同左

 (3) 重要な引当金の計上基準

  (イ)貸倒引当金

同左

  (ロ)賞与引当金

    従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づ

き計上しております。

  (ロ)賞与引当金

同左

  (ロ)賞与引当金

同左



前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

  (ハ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、主として当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(主として10年)に

よる按分額を翌連結会計年

度より費用処理することと

し、過去勤務債務について

はその発生時に費用処理す

ることとしております。 

また、親会社執行役員の退

職金内規に基づく当中間連

結会計期間末要支給額(74

百万円)を退職給付引当金

に含めて表示しておりま

す。

  (ハ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、主として当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期

間末において発生している

と認められる額を計上して

おります。

    数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(主として10年)に

よる按分額を翌連結会計年

度より費用処理することと

し、過去勤務債務について

はその発生時に費用処理す

ることとしております。

    また、親会社執行役員の退

職金内規に基づく当中間連

結会計期間末要支給額(80

百万円)を退職給付引当金

に含めて表示しておりま

す。

  (ハ)退職給付引当金

    従業員の退職給付に備える

ため、主として当連結会計

年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数(主として10年)に

よる按分額を翌連結会計年

度より費用処理することと

し、過去勤務債務について

はその発生時に費用処理す

ることとしております。 

また、親会社執行役員の退

職金内規に基づく当連結会

計年度末要支給額(88百万

円)を退職給付引当金に含

めて表示しております。 

  (ニ)役員退職慰労引当金

    親会社及び一部の連結子会

社は、役員の退職金支給に

備えるため、内規に基づく

中間連結会計期間末要支給

額を計上しております。

  (ニ)役員退職慰労引当金

同左

  (ニ)役員退職慰労引当金

    親会社及び一部の連結子会

社は、役員の退職金支給に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

   ただし、一部在外連結子会社

については、当該国の会計原

則に基づきファイナンス・リ

ース契約によるリース資産を

有形固定資産に計上しており

ます。

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (4) 重要なリース取引の処理方法

同左

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

   消費税等の会計処理

同左

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

   消費税等の会計処理

同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価額の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

同左

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲

同左



次へ 

会計方針の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示 

 に関する会計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は45,920百万円であり

ます。 

中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中

間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。

 

      ―――

      

 (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は49,117百万円であり

ます。 

連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結財務諸表

は、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

（企業結合に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

中間連結財務諸表規則の改正による

中間連結財務諸表の表示に関する変

更は以下のとおりであります。 

（中間連結貸借対照表） 

「連結調整勘定」は当中間連結会計

期間から「負ののれん」として表示

しております。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算

書） 

「連結調整勘定償却額」は、当中間

連結会計期間から「負ののれん償却

額」として表示しております。 

 

 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

 

１ 偶発債務  

連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対して、

次のとおり債務保証を行って

おります。

ゲイツニッタベ
ルトカンパニー
LLC

764百万円

ゲイツユニッタ
(インディア)  
CO.,LTD

7

計 771

 

１ 偶発債務  

他社の金融機関からの借入金

等に対して、次のとおり保証

を行っております。

ゲイツニッタベ
ルトカンパニー
LLC

771百万円

ゲイツユニッタ
(インディア)  
CO.,LTD

279

ニッタインダス
ロリーズヨーロ
ッパＧｍｂｈ

3

計 1,055

１ 偶発債務  

他社の金融機関からの借入金

等に対して、次のとおり保証

を行っております。

ゲイツニッタベ
ルトカンパニー
LLC

817百万円

ゲイツユニッタ
(インディア) 
CO.,LTD

373

台湾霓塔股份 
有限公司

8

ニッタインダス
トリーズ 
ヨーロッパ 
GmbH

3

計 1,201

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形の処理 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理を

しております。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形 531百万円

支払手形 0

※２ 中間連結会計期間末日満期手

形の処理 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理を

しております。 

なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形 533百万円

 

※２ 期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が

金融期間の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、

期末残高に含まれておりま

す。

受取手形 534百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

運賃及び 
賃借料

802百万円

従業員給料 
及び賞与

1,505

賞与引当金 
繰入額

269

退職給付費用 113

役員退職慰労 
引当金繰入額

25

貸倒引当金 
繰入額

11

研究開発費 768
 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

運賃及び
賃借料

852百万円

従業員給料
及び賞与

1,704

賞与引当金
繰入額

267

退職給付費用 106

役員退職慰労
引当金繰入額

29

貸倒引当金
繰入額

3

研究開発費 829

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額は次のとおり

であります。

運賃及び
賃借料

1,670百万円

従業員給料 
及び賞与

3,219

賞与引当金 
繰入額

362

退職給付費用 195

役員退職慰労 
引当金繰入額

49

減価償却費 579

貸倒引当金 
繰入額

11

研究開発費 1,741 

 

※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び 
運搬具

0百万円

土地 0

計 0

※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び
運搬具

2百万円

工具器具及び
運搬具

0

計 2  

※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び 
運搬具

1百万円

土地 0

計 1

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳

建物及び 
構築物

14百万円

機械装置及び 
運搬具

5

工具器具及び 
備品

3

無形固定資産 90

計 114

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳

建物及び
構築物

32百万円

機械装置及び
運搬具

19

工具器具及び
備品

27

無形固定資産 0

計 79

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳

建物及び
構築物

29百万円

機械装置及び 
運搬具

20

工具器具及び 
備品

11

無形固定資産 100

計 161



次へ 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※４    ――― ※４    ―――

 

※４ 減損損失

当社グループは、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しまし

た。

用途 種類 場所 
減損損失

額 
(百万円)

空調製
品製造
設備

建物及び構
築物、機械
装置及び運
搬具、工具
器具及び備
品、無形固
定資産

奈良工場
(奈良県
大和郡山
市) 95

競走馬
育成設
備

建物及び構
築物、機械
装置及び運
搬具、工具
器具及び備
品、その他
有形固定資
産

㈱新田牧
場 昭栄
牧場 (北
海道中川
郡 池 田
町)

5

当社グループは、主として管理会計

上の区分に基づく主要製品群別にグ

ルーピングを行っております。な

お、賃貸用不動産、遊休資産等につ

いては個別物件単位にてグルーピン

グを行っております。 

市況の悪化等により営業活動から生

じる損益、キャッシュフローが継続

してマイナスとなる見込みである資

産グループの空調製品製造設備、競

走馬育成設備について帳簿価額を回

収可能価額まで減額しました。 

減損損失の内訳は、建物及び構築物

15百万円、機械装置及び運搬具55百

万円、工具器具及び備品28百万円、

その他有形固定資産0百万円、無形

固定資産1百万円であります。  

なお、回収可能価額の算定は、正味

売却価額により測定しており、他へ

の転用や売却が困難であることから

備忘価額１円としております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の行使による増加  98,600株 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加   251株 

  
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 29,687,003 98,600 ─ 29,785,603

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 4,121 251 ─ 4,372

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 356 12 平成18年３月31日 平成18年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月22日  
取締役会

普通株式 利益剰余金 268 9 平成18年９月30日 平成18年12月８日



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の行使による増加  275,000株 

  

２ 自己株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  280株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 29,915,603 275,000 ─ 30,190,603

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 5,192 280 ─ 5,472

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 777 26 平成19年３月31日 平成19年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月9日  
取締役会

普通株式 利益剰余金 513 17 平成19年9月30日 平成19年12月７日



前へ   次へ 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  228,600株 

  
２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取請求による増加   1,071株 

  
  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 29,687,003 228,600 ─ 29,915,603

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,121 1,071 ─ 5,192

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 356 12 平成18年３月31日 平成18年６月28日

平成18年11月22日  
取締役会

普通株式 268 9 平成18年９月30日 平成18年12月８日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日  
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 777 26 平成19年３月31日 平成19年６月27日

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額

との関係

現金及び 
預金勘定

3,246百万円

預け入れ期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△1

現金及び 
現金同等物

3,245

 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額

との関係

現金及び
預金勘定

4,211百万円

預け入れ期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△97

現金及び
現金同等物

4,113

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目と金額との関係

現金及び
預金勘定

4,803百万円

預け入れ期間が
３ヶ月を超える
定期預金

△75

現金及び
現金同等物

4,727



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

308 174 134

工具器具 
及び備品

321 179 141

無形固定
資産

23 13 9

合計 653 367 285

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具

130 95 35

工具器具 
及び備品

242 143 99

無形固定
資産

25 19 6

合計 398 257 141

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具

308 194 113

工具器具
及び備品

274 166 107

無形固定
資産

18 11 7

合計 601 372 229

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 170百万円

１年超 124

合計 294

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 63百万円

１年超 82

合計 146

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 145百万円

１年超 90

合計 235

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 66百万円

減価償却費 
相当額

58

支払利息 
相当額

4

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 114百万円

減価償却費
相当額

49

支払利息
相当額

2

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 128百万円

減価償却費 
相当額

112

支払利息
相当額

8

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   ……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

   ……リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては、利息法によってお

ります。

  ・利息相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 2百万円

１年超 3

合計 6

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 4

合計 9

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 5百万円

１年超 6

合計 12

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載

は省略しております。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



(有価証券関係) 

１ 時価のある有価証券 

  

 
(注) １ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 当該株式の減損にあたっては、個別銘柄毎に、当該期間における最高値・最安値と帳簿価格との乖離状況等

保有有価証券の時価水準を把握するとともに発行体の外部信用格付や公表財務諸表ベースでの各種財務比率

の検討等により信用リスクの定量評価を行い、総合的に判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

取得原価 
(百万円)

中間連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円)

差額 
(百万円)

取得原価
(百万円)

中間連結
貸借対照
表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

取得原価
(百万円)

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円)

差額
(百万円)

その他有価証券

株式 1,152 2,358 1,205 1,672 2,751 1,079 1,665 2,886 1,221

債券 ― ― ― ─ ─ ─ ― ― ―

その他 ― ― ― ─ ─ ─ ― ― ―

計 1,152 2,358 1,205 1,672 2,751 1,079 1,665 2,886 1,221

区分

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円)

連結貸借 
対照表計上額 
(百万円)

その他有価証券

非上場株式 767 254 254

非上場外国株式 82 84 84

非上場外国債券 190 168 145

金融債 0 0 0



(デリバティブ取引関係) 

   前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

   当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

中間期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

   前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係) 

   前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

該当事項はありません。 

  

   当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

(1) ストック・オプションの内容 

会社名 ニッタ株式会社

決議年月日 平成15年6月26日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役   7名  

当社従業員  42名  

子会社取締役  7名

株式の種類及び数（株） 普通株式 473,000株

付与日 平成15年7月24日

権利確定条件

①新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、執行役員もしくは幹部社

員及びこれらに準じる者の地位にあることを要する。 

 ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合は、こ

の限りではない。 

②その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めたとこ

ろによる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはございません。

権利行使期間 平成17年8月1日～平成20年7月31日



  

 
  

 
  

会社名 ニッタ株式会社

決議年月日 平成16年6月25日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役      7名  

当社従業員     62名  

関係会社取締役   12名 

関係会社従業員   12名

株式の種類及び数（株） 普通株式 479,000株

付与日 平成16年7月22日

権利確定条件

①新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、執行役員もしくは幹部社

員及びこれらに準じる者の地位にあることを要する。 

 ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合は、こ

の限りではない。 

②その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めたとこ

ろによる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはございません。

権利行使期間 平成18年8月1日～平成23年7月31日

会社名 ニッタ株式会社

決議年月日 平成17年6月24日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役     6名  

当社従業員   164名  

子会社取締役    25名 

子会社従業員    49名

株式の種類及び数（株） 普通株式 430,500株

付与日 平成17年7月21日

権利確定条件

①新株予約権の割り当てを受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、執行役員もしくは幹部社

員及びこれらに準じる者の地位にあることを要する。 

 ただし、任期満了による退任、定年による退職の場合は、こ

の限りではない。 

②その他の条件については、当社と新株予約権の割り当てを受

けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めたとこ

ろによる。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはございません。

権利行使期間 平成19年8月1日～平成24年7月31日



前へ 

(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
②単価情報 

 
  

会社名 ニッタ株式会社 ニッタ株式会社 ニッタ株式会社

決議年月日 平成15年6月26日 平成16年6月25日 平成17年6月24日

権利確定前

 期首（株） ─ 479,000 430,500

 付与（株） ─ ─ ─

 失効（株） ─ ─ ─

 権利確定（株） ─ 479,000 ─

 未確定残（株） ─ ─ 430,500

権利確定後

 期首（株） 30,000 ─ ─

 権利確定（株） ─ 479,000 ─

 権利行使（株） 25,000 203,600 ─

 失効（株） ─ ─ ─

 未行使残（株） 5,000 275,400 ─

会社名 ニッタ株式会社 ニッタ株式会社 ニッタ株式会社

決議年月日 平成15年6月26日 平成16年6月25日 平成17年6月24日

権利行使価格（円） 929 1,817 1,636

行使時平均株価（円） 2,166 2,167 ─

付与時における公正な評価
─ ─ ─

単価（円）



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 
  

 
(注) １ 事業区分は、製品の系列及び内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 
(1) ベルト・ゴム製品事業……ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品、プーリー 
(2) ホース・チューブ製品事業…… 

樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング 
(3) その他産業用製品事業…… 

空調製品、メカトロ・センサ製品、通信機器、電子機器、福祉機器 
(4) 不動産事業…………土地及び建物の賃貸 
(5) 経営指導事業………関係会社に対する経営指導 
(6) その他の事業………自動車運転免許教習事業、山林事業、牛馬育成・販売事業、業務受託、人材派遣 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管
理部門に係る費用718百万円であります。 

４ 従来、事業区分は内部管理上の区分に基づき４区分としておりましたが、「工業用製品事業」の範囲が広範
囲に亘り、かつホース・チューブ製品の事業に占める割合が高くなったことから事業の実態をより適正に反
映させるため、当中間連結会計期間より、ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品を「ベルト・ゴム製品事
業」、ホース・チューブ製品を「ホース・チューブ製品事業」、空調製品、メカトロ・センサ製品等を「そ
の他産業用製品事業」に区分し、従来の「不動産事業」「経営指導事業」「その他事業」と合わせて６区分
に変更しております。 
従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメントは下記のとおりであります。 

 
  

ベルト・
ゴム製品 
事業 

(百万円)

ホース・ 
チューブ 
製品事業 

 
(百万円)

その他
産業用 
製品事業 

 
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

経営指導
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

12,656 9,768 5,651 421 687 735 29,921 ─ 29,921

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1 6 0 71 180 320 580 (580) ─

計 12,658 9,774 5,651 492 868 1,055 30,501 (580) 29,921

営業費用 11,577 8,886 5,743 353 339 1,072 27,974 150 28,124

営業利益又は営業損
失（△）

1,080 888 △91 138 529 △17 2,527 (730) 1,797

工業用製品 
事業 

(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

経営指導
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去  
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

28,077 421 687 735 29,921 ― 29,921

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 71 180 320 573 (573) ―

計 28,077 492 868 1,055 30,494 (573) 29,921

営業費用 26,196 353 339 1,072 27,962 161 28,124

営業利益又は営業損
失（△）

1,881 138 529 △17 2,531 (734) 1,797



当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 
  

 
(注) １ 事業区分は、製品の系列及び内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 
(1) ベルト・ゴム製品事業……ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品、プーリー 
(2) ホース・チューブ製品事業…… 

樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング 
(3) その他産業用製品事業…… 

空調製品、メカトロ・センサ製品、通信機器、電子機器、福祉機器 
(4) 不動産事業…………土地及び建物の賃貸 
(5) 経営指導事業………関係会社に対する経営指導 
(6) その他の事業………自動車運転免許教習事業、山林事業、牛馬育成・販売事業、業務受託、人材派遣 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管
理部門に係る費用733百万円であります。 

４ 有形固定資産の減価償却の方法の変更 

親会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間から、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。この変更に伴う損益に与え

る影響は軽微です。 

また、親会社及び国内連結子会社は、当中間連結会計期間から、平成19年３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「ベルト・ゴム製品

事業」が20百万円、「ホース・チューブ製品事業」が13百万円、「その他産業用製品事業」が１百万円、

「不動産事業」が２百万円、「消去又は全社」が４百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しておりま

す。 

    

ベルト・
ゴム製品 
事業 

(百万円)

ホース・ 
チューブ 
製品事業 
(百万円)

その他
産業用 
製品事業
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

経営指導
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

12,956 10,828 5,765 430 644 772 31,398 ─ 31,398

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 14 ─ 56 159 549 782 (782) ─

計 12,959 10,843 5,765 487 803 1,321 32,180 (782) 31,398

営業費用 11,920 9,941 5,718 464 331 1,328 29,705    (36) 29,669

営業利益又は営業損
失（△）

1,038 901 47 23 471 △6 2,475 (746) 1,729



前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1) ベルト・ゴム製品事業……ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品、プーリー 

(2) ホース・チューブ製品事業…… 

           樹脂ホース・チューブ製品、金具及びフィッティング 

(3) その他産業用製品事業…… 

           空調製品、メカトロ・センサ製品、通信機器、電子機器、福祉機器 

(4) 不動産事業…………土地及び建物の賃貸 

(5) 経営指導事業………関係会社に対する経営指導 

(6) その他の事業………自動車運転免許教習事業、山林事業、牛馬育成・販売事業、業務受託、人材派遣 

３ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門に係る費用1,497百万円であります。 

４ 従来、事業区分は内部管理上の区分に基づき４区分としておりましたが、「工業用製品事業」の範囲が広範

囲に亘り、かつホース・チューブ製品の事業に占める割合が高くなったことから事業の実態をより適正に反

映させるため、当連結会計年度より、ベルト製品、搬送用製品、ゴム製品を「ベルト・ゴム製品事業」、ホ

ース・チューブ製品を「ホース・チューブ製品事業」、空調製品、メカトロ・センサ製品等を「その他産業

用製品事業」に区分し、従来の「不動産事業」「経営指導事業」「その他事業」と合わせて６区分に変更し

ております。 

  従来の事業区分によった場合の事業の種類別セグメントは下記のとおりであります。 

 
  

ベルト・
ゴム製品
事業 

(百万円)

ホース・ 
チューブ 
製品事業 
(百万円)

その他
産業用 
製品事業
(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

経営指導
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

25,004 18,923 11,000 841 1,435 1,498 58,704 ─ 58,704

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2 26 0 114 368 801 1,313 (1,313) ─

計 25,007 18,949 11,000 956 1,804 2,299 60,018 (1,313) 58,704

営業費用 22,774 17,488 11,167 695 703 2,294 55,124 198 55,323

営業利益又は営業損
失（△）

2,232 1,461 △166 260 1,100 4 4,893 (1,512) 3,381

工業用製品 
事業 

(百万円)

不動産
事業 

(百万円)

経営指導
事業 

(百万円)

その他の
事業 

(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

54,928 841 1,435 1,498 58,704 ─ 58,704

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

─ 114 368 801 1,284 (1,284) ─

計 54,928 956 1,804 2,299 59,989 (1,284) 58,704

  営業費用 51,414 695 703 2,294 55,108 214 55,323

   営業利益 3,514 260 1,100 4 4,880 (1,499) 3,381



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

 
(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門に係る費用718百万円であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………韓国、台湾、中国、シンガポール 

欧米…………米国、ドイツ、オランダ 

  

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

 
(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門に係る費用733百万円であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………韓国、台湾、中国、シンガポール 

欧米…………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ 

３ 有形固定資産の減価償却の方法の変更 

親会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間から、平成19年４月１日以降に

取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。この変更に伴う損益に与え

る影響は軽微です。 

また、親会社及び国内連結子会社は、当中間連結会計期間から、平成19年３月31日以前に取得したものにつ

いては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。 

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当中間連結会計期間における営業費用は「日本」が38百万

円、「消去又は全社」が４百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しております。 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

欧米
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

24,617 3,459 1,844 29,921 ― 29,921

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,279 615 76 1,972 (1,972) ―

計 25,897 4,075 1,920 31,893 (1,972) 29,921

営業費用 23,730 3,840 1,786 29,357 (1,233) 28,124

営業利益 2,166 234 133 2,535 (738) 1,797

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

欧米
(百万円)

計
(百万円)

消去 
又は全社 
(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

25,335 3,877 2,184 31,398 ─ 31,398

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,543 1,241 53 2,838 (2,838) ─

計 26,879 5,119 2,238 34,237 (2,838) 31,398

営業費用 24,837 4,783 2,093 31,714 (2,045) 29,669

営業利益 2,041 335 145 2,522 (793) 1,729



前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等管

理部門に係る費用1,497百万円であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域 

     アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール 

     欧米………米国、ドイツ、オランダ 

  

日本 
(百万円)

アジア
(百万円)

欧米
(百万円)

計
(百万円)

消去又は 
全社 

(百万円)

連結 
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

49,056 5,893 3,753 58,704 ─ 58,704

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,899 1,686 109 4,695 (4,695) ─

計 51,956 7,580 3,863 63,399 (4,695) 58,704

営業費用 47,414 7,414 3,680 58,510 (3,187) 55,323

営業利益 4,541 165 182 4,889 (1,507) 3,381



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………韓国、台湾、中国、シンガポール、オセアニア 

欧米…………米国、ドイツ、オランダ 

  

当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

(2) 各区分に属する主な国又は地域 

アジア………韓国、台湾、中国、シンガポール、オセアニア 

欧米…………米国、ドイツ、オランダ、メキシコ 

  

前連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

  

 
(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

 (1) 国又は地域の区分の方法は、事業活動の相互関連性によっております。 

 (2) 各区分に属する主な国又は地域 

     アジア……韓国、台湾、中国、シンガポール、オセアニア 

     欧米………米国、ドイツ、オランダ 

  

  

  

アジア 欧米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,477 3,474 5,952

Ⅱ 連結売上高(百万円) 29,921

Ⅲ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

8.3 11.6 19.9

アジア 欧米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 3,728 3,297 7,025

Ⅱ 連結売上高(百万円) 31,398

Ⅲ 連結売上高に占める
  海外売上高の割合(％)

11.9 10.5 22.4

アジア 欧米 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,371 5,640 11,011

Ⅱ 連結売上高(百万円) 58,704 

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

9.2 9.6 18.8



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
   

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 
１株当たり純資産額 1,541.91円

 
１株当たり純資産額 1,746.65円 １株当たり純資産額 1,642.16円

 
１株当たり中間純利益 86.11円

 
１株当たり中間純利益 103.69円 １株当たり当期純利益 169.76円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益

85.58円

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益

103.02円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益

168.74円

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の
合計額(百万円)

46,826 53,869 50,085

普通株式に係る純資産額(百万
円)

45,920 52,722 49,117

差額の主な内訳（百万円）

 少数株主持分 906 1,146 967

普通株式の発行済み株式数(千
株)

29,785 30,190 29,915

普通株式の自己株式数(千株) 4 5 5 

１株当たり純資産額の算定に用い 
られた普通株式の数（千株）

29,781 30,185 29,910

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 2,558 3,113 5,053

普通株式に係る中間(当期)
純利益(百万円)

2,558 3,113 5,053

普通株主に帰属しない金額
(百万円)

─ ─ ─

普通株式の期中平均株式数
(千株)

29,713 30,031 29,774

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益の算定に 
用いられた中間(当期)純利益
調整額の主要な内訳(百万円)

─ ─ ─

潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に用い
られた普通株式増加数の主要
な内訳(千株)

 新株予約権 187 192 179

普通株式増加数(千株) 187 192 179

希薄化効果を有しないため、
潜在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

─ ─ ─



(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,159 1,226 2,505

 ２ 受取手形 ※４ 4,236 4,141 4,300

 ３ 売掛金 6,729 6,817 7,528

 ４ たな卸資産 1,520 1,386 1,338

 ５ 繰延税金資産 239 232 325

 ６ 関係会社短期 
   貸付金

2,349 2,648 2,168

 ７ その他 704 985 779

 ８ 貸倒引当金 △149 △424 △398

   流動資産合計 16,790 37.7 17,013 36.0 18,548 39.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１

  (1) 建物 8,211 10,518 7,991

  (2) 機械装置 1,229 1,168 1,242

  (3) 土地 1,216 1,239 1,216

  (4) その他 1,472 1,136 2,383

   計 12,131 27.3 14,062 29.8 12,834 27.4

 ２ 無形固定資産 1,076 2.4 796 1.7 932 2.0

 ３ 投資その他の 
   資産

  (1) 投資有価証券 3,222 3,097 3,245

  (2) 関係会社株式 8,009 8,310 7,970

  (3) 出資金 2,757 2,888 2,739

  (4) 繰延税金資産 205 280 270

  (5) その他 416 863 405

  (6) 貸倒引当金 △92 △91 △93

   計 14,519 32.6 15,349 32.5 14,538 31.0

   固定資産合計 27,727 62.3 30,208 64.0 28,305 60.4

   資産合計 44,517 100.0 47,222 100.0 46,853 100.0



 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

構成比
(％)

金額
(百万円)

構成比
(％)

金額 
(百万円)

構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 755 687 692

 ２ 買掛金 5,105 5,158 5,708

 ３ 短期借入金 1,998 1,270 995

 ４ 未払法人税等 134 228 450

 ５ 賞与引当金 409 416 501

 ６ 設備関係 
   支払手形

302 1,305 1,138

 ７ その他 ※２ 810 1,031 742

   流動負債合計 9,516 21.4 10,099 21.4 10,228 21.8

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 303 450 528

 ２ 退職給付引当金 1,400 1,426 1,435

 ３ 役員退職 
   慰労引当金

458 471 478

 ４ その他 1,029 1,049 1,044

   固定負債合計 3,192 7.1 3,397 7.2 3,486 7.5

   負債合計 12,708 28.5 13,496 28.6 13,715 29.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 7,642 17.2 7,991 16.9 7,756 16.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 7,190 7,539 7,304

   資本剰余金合計 7,190 16.1 7,539 16.0 7,304 15.6

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 503 503 503

  (2) その他利益 
    剰余金

    圧縮積立金 297 288 293

    別途積立金 10,900 11,900 10,900

    繰越利益 
    剰余金

4,575 4,868 5,655

   利益剰余金合計 16,276 36.6 17,560 37.2 17,352 37.0

 ４ 自己株式 △6 △0.0 △8 △0.0 △8 △0.0

   株主資本合計 31,103 69.9 33,082 70.1 32,405 69.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

705 642 732

   評価・換算 
   差額等合計

705 1.6 642 1.3 732 1.5

   純資産合計 31,809 71.5 33,725 71.4 33,137 70.7

   負債純資産合計 44,517 100.0 47,222 100.0 46,853 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額 
(百万円)

百分比
(％)

金額
(百万円)

百分比
(％)

金額 
(百万円)

百分比
(％)

Ⅰ 売上高 14,737 100.0 14,964 100.0 30,893 100.0

Ⅱ 売上原価 11,095 75.3 11,286 75.4 23,052 74.6

   売上総利益 3,641 24.7 3,677 24.6 7,840 25.4

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

2,934 19.9 3,055 20.4 6,226 20.2

   営業利益 707 4.8 621 4.2 1,614 5.2

Ⅳ 営業外収益 ※１ 1,225 8.4 1,145 7.6 3,158 10.2

Ⅴ 営業外費用 ※２ 451 3.1 515 3.4 1,205 3.9

   経常利益 1,481 10.1 1,252 8.4 3,567 11.5

Ⅵ 特別利益 ※３ 39 0.2 38 0.2 52 0.2

Ⅶ 特別損失 ※４ 128 0.9 47 0.3 462 1.5

   税引前中間 
   (当期)純利益

1,392 9.4 1,243 8.3 3,157 10.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

257 114 823

   法人税等調整額 40 298 2.0 143 257 1.7 △103 719 2.3

   中間(当期) 
   純利益

1,093 7.4 985 6.6 2,438 7.9



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目が以下の通り含まれております。 

剰余金の配当     356百万円 

別途積立金の積立  1,000百万円 

圧縮積立金の取崩    15百万円 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,559 7,108 503 318 9,900 4,816 15,538 △5 30,200

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 82 82 165

 剰余金の配当（注） △356 △356 △356

 別途積立金の積立（注） 1,000 △1,000 ― ―

 圧縮積立金の取崩（注） △21 21 ― ―

 中間純利益 1,093 1,093 1,093

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

82 82 ― △21 1,000 △241 737 △0 902

平成18年９月30日残高(百万円) 7,642 7,190 503 297 10,900 4,575 16,276 △6 31,103

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(百万円) 805 31,006

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 165

 剰余金の配当（注） △356

 別途積立金の積立（注） ―

 圧縮積立金の取崩（注） ―

 中間純利益 1,093

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△99 △99

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△99 803

平成18年９月30日残高(百万円) 705 31,809



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(百万円) 7,756 7,304 503 293 10,900 5,655 17,352 △8 32,405

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 235 234 469

 剰余金の配当 △777 △777 △777

 別途積立金の積立 1,000 △1,000 ─ ─

 圧縮積立金の取崩 △5 5 ─ ─

 中間純利益 985 985 985

 自己株式の取得 △0 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

235 234 ─ △5 1,000 △786 208 △0 677

平成19年９月30日残高(百万円) 7,991 7,539 503 288 11,900 4,868 17,560 △8 33,082

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成19年３月31日残高(百万円) 732 732 33,137

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 469

 剰余金の配当 △777

 別途積立金の積立 ─

 圧縮積立金の取崩 ─

 中間純利益 985

 自己株式の取得 △0

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△89 △89 △89

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△89 △89 587

平成19年９月30日残高(百万円) 642 642 33,725



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目が以下のとおり含まれております。 

剰余金の配当     356百万円 

別途積立金の積立  1,000百万円 

圧縮積立金の取崩    15百万円 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計圧縮積立金 別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(百万円) 7,559 7,108 503 318 9,900 4,816 15,538 △5 30,200

事業年度中の変動額

 新株の発行 196 196 393

 剰余金の配当（注） △624 △624 △624

 別途積立金の積立（注） 1,000 △1,000 ― ―

 圧縮積立金の取崩（注） △24 24 ― ―

 当期純利益 2,438 2,438 2,438

 自己株式の取得 △2 △2

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

196 196 ― △24 1,000 838 1,813 △2 2,204

平成19年３月31日残高(百万円) 7,756 7,304 503 293 10,900 5,655 17,352 △8 32,405

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高(百万円) 805 805 31,006

事業年度中の変動額

 新株の発行 393

 剰余金の配当（注） △624

 別途積立金の積立（注） ―

 圧縮積立金の取崩（注） ―

 当期純利益 2,438

 自己株式の取得 △2

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△73 △73 △73

事業年度中の変動額合計 
(百万円)

△73 △73 2,131

平成19年３月31日残高(百万円) 732 732 33,137



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

    移動平均法による

原価法

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

(1) 有価証券

  子会社株式及び関連会

社株式

同左

  その他有価証券

   時価のあるもの

    中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は、全部純資産直

入法により処理

し、売却原価は、

移動平均法により

算定)

  その他有価証券

   時価のあるもの

同左

    

    

  その他有価証券

   時価のあるもの

    期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全

部純資産直入法に

より処理し、売却

原価は、移動平均

法により算定)

   時価のないもの

    移動平均法による

原価法

   時価のないもの

同左

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  総平均法による原価法

(2) たな卸資産

同左

(2) たな卸資産

同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。

  なお、耐用年数につい

ては下記のとおりとし

ております。

   建物 

３～50年(平均31年)

   構築物 

７～50年(平均15年)

   機械及び装置 

４～17年(平均10年)

   車両及び運搬具 

２～７年(平均４年)

   工具器具及び備品 

２～20年(平均５年)

(1) 有形固定資産

同左

  

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しており

ます。

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建

物(建物附属設備を除

く)については、定額

法を採用しておりま

す。

  なお、耐用年数につい

ては下記のとおりとし

ております。

   建物 

３～50年(平均31年)

   構築物 

７～50年(平均15年)

   機械及び装置 

４～17年(平均10年)

   車両及び運搬具 

２～７年(平均４年)

   工具器具及び備品 

２～20年(平均５年)



項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間から、平成19

年４月１日以降に取得した

ものについては、改正後の

法人税法に基づく方法に変

更しております。 

この変更に伴う損益に与え

る影響は軽微であります。

（追加情報） 

当中間会計期間から、平成

19年３月31日以前に取得し

たものについては、償却可

能限度額まで償却が終了し

た翌年から５年間で均等償

却する方法によっておりま

す。 

これにより営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益

はそれぞれ28百万円減少し

ております。

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。 

なお、耐用年数につい

ては利用可能期間に基

づき５～８年(平均５

年)としております。

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  なお、耐用年数につい

ては利用可能期間に基

づき５～８年(平均５

年)としております。

(2) 無形固定資産

  定額法を採用しており

ます。

  なお、耐用年数につい

ては利用可能期間に基

づき５～８年(平均５

年)としております。

(3) 長期前払費用

  均等償却をしておりま

す。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  売上債権等の将来の貸

倒損失に備えるため、

一般債権については貸

倒実績率により、貸倒

懸念債権及び破産更生

債権については個別に

回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上

しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込

額に基づき計上してお

ります。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

それぞれ発生の翌期よ

り費用処理することと

し、過去勤務債務につ

いてはその発生時に費

用処理することとして

おります。

  また、執行役員の退職

金内規に基づく当中間

会計期間末要支給額

(74百万円)を退職給付

引当金に含めて表示し

ております。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

  数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

それぞれ発生の翌期よ

り費用処理することと

し、過去勤務債務につ

いてはその発生時に費

用処理することとして

おります。

  また、執行役員の退職

金内規に基づく当中間

会計期間末要支給額

(80百万円)を退職給付

引当金に含めて表示し

ております。

(3) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末にお

ける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異につ

いては、その発生時の

従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(10年)による按分額を

それぞれ発生の翌期よ

り費用処理することと

し、過去勤務債務につ

いてはその発生時に費

用処理することとして

おります。 

また、執行役員の退職

金内規に基づく期末要

支給額(88百万円)を退

職給付引当金に含めて

表示しております。 

(4) 役員退職慰労引当金

  役員の退職金支給に備

えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を

計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

(4) 役員退職慰労引当金

４ リース取引の処理

方法

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。

同左 同左

５ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理につい

て 

消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理につい

て

同左

消費税等の会計処理につい

て

同左



会計方針の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当中間会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は31,809百万円であり

ます。 

中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間財務諸

表は、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。

  

      ─── (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等) 

当事業年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月９日）を適用し

ております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は33,137百万円であり

ます。 

財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における財務諸表は、改正後

の財務諸表等規則により作成してお

ります。

  

（企業結合に係る会計基準）  

当中間会計期間から「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 企業

会計基準第７号）並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に

関する適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月27日 企業会計

基準適用指針第10号）を適用してお

ります。  

これによる損益に与える影響はあり

ません。

 

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

（中間貸借対照表）

前中間会計期間において流動資産の「その他」に含め

て表示しておりました「関係会社短期貸付金」（前中

間会計期間2,001百万円）については、資産総額の100

分の５超となったため、当中間会計期間より区分掲記

しております。

           ───



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 
  
 

有形固定資産 
の減価償却 
累計額

18,647百万円

国庫補助金に 
よる圧縮記帳 
累計額

963

※１ 
  
 

有形固定資産
の減価償却 
累計額

19,272百万円

国庫補助金に
よる圧縮記帳
累計額

976

※１
  
 

有形固定資産 
の減価償却 
累計額

18,830百万円

国庫補助金に 
よる圧縮記帳 
累計額

976

※２ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。

※２ 消費税等の取扱い

同左

※２     ―――

 

 ３ 偶発債務

   金融機関借入金等の支払保証

ゲイツニッタベ
ルトカンパニー
LLC

764百万円

ニッタコーポ 
レーション 
オブアメリカ

330百万円

韓国ニッタ 
ムアー㈱

225百万円

台湾霓塔股份 
有限公司

81百万円

フォンズニッタ 
光通信(杭州) 
有限公司

70百万円

ニッタインダス
トリーズ 
ヨーロッパGmbH

44百万円

ニッタ・ムアー 
(広州)軟管 
有限公司

32百万円

霓達机電科技 
(上海)有限公司

12百万円

ゲイツユニッタ 
(インディア) 
CO.,LTD

7百万円

計 1,569百万円
 

 ３ 偶発債務

   金融機関借入金等の支払保証

ゲイツニッタベ
ルトカンパニー
LLC

771百万円

ゲイツユニッタ
(インディア) 
CO.,LTD

279百万円

韓国ニッタ
ムアー㈱

226百万円

ニッタコーポ
レーション 
オブアメリカ

138百万円

アニハ(杭州)
通信産品有限公
司

57百万円

霓達机電科技
(上海)有限公司

23百万円

台湾霓塔股份
有限公司

15百万円

ニッタインダス
トリーズ 
ヨーロッパGmbH

3百万円

計 1,516百万円
 

 ３ 偶発債務

   金融機関借入金の支払保証

ゲイツニッタベ
ルトカンパニー
LLC

817百万円

ゲイツユニッタ 
(インディア) 
CO.,LTD

373百万円

ニッタコーポ 
レーション 
オブアメリカ

236百万円

韓国ニッタ
ムアー㈱

226百万円 

フォンズニッタ 
光通信(杭州) 
有限公司

106百万円

台湾霓塔股份 
有限公司

54百万円

ニッタムアー 
(広州)軟管 
有限公司

30百万円

ニッタインダス 
トリーズ 
ヨーロッパGmbH

3百万円

計 1,846百万円

※４ 期末日満期手形の処理

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をして

おります。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。

受取手形 236百万円

※４ 期末日満期手形の処理

   中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をして

おります。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。

受取手形 326百万円

 

※４ 期末日満期手形の処理

   期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

なお、当期末日が金融期間の

休日であったため、次の期末

日満期手形が、期末残高に含

まれております。

受取手形 293百万円



(中間損益計算書関係) 

  
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 11百万円

受取配当金 744

業務代行収入 425

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 19百万円

受取配当金 660

業務代行収入 444

※１ 営業外収益のうち重要なもの

受取利息 21百万円

受取配当金 2,205

業務代行収入 835

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 15百万円

業務代行費用 420

貸倒引当金 
繰入額

10

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 18百万円

業務代行費用 439

貸倒引当金
繰入額

29

※２ 営業外費用のうち重要なもの

支払利息 31百万円

業務代行費用 825

貸倒引当金
繰入額

261

 

※３ 特別利益のうち重要なもの

造林補助金 16百万円

投資有価証券 
売却益

4

貸倒引当金 
戻入益

16

※３ 特別利益のうち重要なもの

関係会社株式
売却益

22百万円

ゴルフ会員権
売却益

11

貸倒引当金
戻入益

5
 

※３ 特別利益のうち重要なもの

造林補助金 29百万円

投資有価証券 
売却益

4

貸倒引当金
戻入益

16

 

※４ 特別損失のうち重要なもの

固定資産 
除却損

111百万円

造林圧縮損 16
 

※４ 特別損失のうち重要なもの

固定資産
除却損

37百万円

支店移転費用 10

※４ 特別損失のうち重要なもの

固定資産
除却損

156百万円

造林圧縮損 29

減損損失 95

関係会社株式・
関係会社出資金
評価損

176

 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 510百万円

無形固定資産 158

 
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 543百万円

無形固定資産 151
 

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 1,064百万円

無形固定資産 309



次へ 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ６     ―――

 

 ６     ――― 

 

 ６ 減損損失

当社は以下の資産グループについて

減損損失を計上しました。

用途 種類 場所
減損損失

額 
(百万円)

空調製品
製造設備

建物、機
械及び装
置、車両
及び運搬
具、工具
器具及び
備品、ソ
フトウェ
ア、施設
利用権 

奈良工場
(奈良県
大和郡山
市)

95

当社は、主として管理会計上の区分

に基づく主要製品群別にグルーピン

グを行っております。なお、賃貸用

不動産、遊休資産等については個別

物件単位にてグルーピングを行って

おります。 

市況の悪化等により営業活動から生

じる損益、キャッシュ・フローが継

続してマイナスとなる見込みである

資産グループの空調製品製造設備に

ついて帳簿価額を回収可能価額まで

減額しました。

減損損失の内訳は、建物11百万円、

機械及び装置54百万円、車両及び運

搬具０百万円、工具器具及び備品28

百万円、ソフトウェア１百万円、施

設利用権０百万円であります。 

なお、回収可能価額の算定は、正味

売却価額により測定しており、他へ

の転用や売却が困難であることから

備忘価額１円としております。 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  251株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  280株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   
  （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買取りによる増加  1,071株 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 4,121 251 ― 4,372

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 5,192 280 ─ 5,472

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 4,121 1,071 ― 5,192



(リース取引関係) 

  

   

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

取得価額 
相当額 

(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

その他 
有形固定 
資産

54 14 39

無形固定 
資産

10 7 3

合計 64 21 43

取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

その他 
有形固定 
資産

63 19 43

無形固定 
資産

9 8 0

合計 72 27 44

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高 
相当額 
(百万円)

その他
有形固定 
資産

54 18 35

無形固定
資産

10 8 2

合計 64 27 37

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 11百万円

１年超 31

合計 43

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年以内 12百万円

１年超 33

合計 45

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額

１年以内 11百万円

１年超 26

合計 37

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 6百万円

減価償却費 
相当額

5

支払利息相当額 0

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 6百万円

減価償却費
相当額

5

支払利息相当額 0

 (3) 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額

支払リース料 12百万円

減価償却費 
相当額

11

支払利息相当額 0

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

   ……リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

 (4) 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法

  ・減価償却費相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

   ……リース料総額とリース物

件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各

期への配分方法について

は、利息法によっており

ます。

  ・利息相当額の算定方法

同左

  ・利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 2百万円

１年超 3

合計 6

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 4百万円

１年超 4

合計 9

２ オペレーティング・リース取引

   未経過リース料

１年以内 5百万円

１年超 6

合計 12 

(減損損失について)

 リース資産に配分された減損損失

はありませんので、項目等の記載

は省略しております。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。  

  



(2) 【その他】 

(1) 平成19年11月９日開催の取締役会において、会社法第53条に基づく金銭の分配(中間配当)を、当社

定款第38条の規定に基づき、平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録され

た株主に対し次のとおり行うことを決議しました。 

 
  

(2) その他 

特記すべき事項はありません。 

  

中間配当金の総額 513百万円

１株当たりの配当金 17円



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

 
  

  

 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第78期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月26日 
関東財務局長に提出。

 
 

有価証券報告書 
の訂正報告書

事業年度 
(第78期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年10月17日 
関東財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月18日

ニッタ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニッタ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中

間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ニッタ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  本     要  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  部     健  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

ニッタ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているニッタ株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、ニッタ株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  本     要  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月18日

ニッタ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるニッタ株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第78期事業年度の中間会計期間（平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ニッタ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  本     要  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  渡  部     健  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月20日

ニッタ株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているニッタ株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第79期事業年度の中間会計期

間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損

益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、ニッタ株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期

間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

 
  

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  市  田     龍  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  松  本     要  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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